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表紙
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  証券コード　3395

  平成25年６月10日

株 主 各 位  

 岡山市北区平田 1 7 3 番地 1 0 4

 

 代表取締役社長 片 山 直 之

第22回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第22回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成25年６月24日（月曜日）
午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成25年６月25日（火曜日）午前10時
２．場 所 岡山市北区駅元町１番５号
  ホテルグランヴィア岡山　４階　フェニックスの間
  （末尾の「株主総会会場ご案内略図」をご参照ください。）
３．目 的 事 項  
 報 告 事 項 １．第22期（自平成24年４月１日至平成25年３月31日）事業報

告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の連結
計算書類監査結果報告の件

  ２．第22期（自平成24年４月１日至平成25年３月31日）計算書
類報告の件

　決 議 事 項  
　議　　　案 剰余金処分の件　
　　 　
　　 　

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正
が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.saint-marc-
hd.com/ir/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
　

事　 業　 報　 告

(自平成24年４月１日
至平成25年３月31日)

　

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の減速に伴う輸出の減

少を背景とした低調な設備投資や回復の鈍い雇用情勢などの懸念材料を抱

える一方、東日本大震災後の復興需要を背景とした緩やかな回復傾向がみ

られ、昨年末に発足した新政権による経済対策により円安・株高の流れを

好感した実体経済への波及が期待されるなど明るい兆しがみえつつありま

す。

　外食業界におきましては、消費者の節約志向に大きな変化はみられず、

低価格のファーストフード業態も厳しいトレンドがみられるなど、長期に

わたる市場規模縮小トレンドの中、経営環境は依然として厳しい状況が続

いております。

　このような状況の下、当社グループは、好立地への積極出店や新業態（派

生業態）の開発・実験に注力し、中長期の安定的な成長の基盤を築くとと

もに、既存店舗の更なる品質・サービスレベルの向上を図るため、店舗改

装を含む業態のブラッシュアップやバリュー感のあるメニューの見直しを

はじめ、人員体制の整備、教育研修の充実を重点施策として実施してまい

りました。

　これにより、当連結会計年度の業績は、売上高487億96百万円（前期比

9.1％増）、経常利益66億59百万円（同5.0％減）、当期純利益35億90百万

円（同0.5％減）となりました。

　なお、当社グループ全業態の当連結会計年度末の店舗数は、直営店612店

舗、フランチャイズ店91店舗、合計703店舗体制となりました。
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　セグメント別の業績等は次のとおりであります。

　レストラン事業におきましては、ベーカリーレストランにつき、記念日

需要に特化したメニューやバリュー感のあるメニューづくりに注力する一

方、店舗運営体制の整備、立地特性に応じた業態のブラッシュアップを図

ってまいりました。出店につきましては、当連結会計年度中に「ベーカリ

ーレストラン・サンマルク」直営店５店舗出店し、これにより直営店39店

舗、フランチャイズ店58店舗、計97店舗となりました。また、「ベーカリ

ーレストラン・バケット」直営店６店舗出店し、これにより直営店61店舗、

フランチャイズ店２店舗、計63店舗となりました。さらに、派生業態の「Ｂ

ＩＳＴＲＯ３０９」直営店12店舗出店し、これにより直営店14店舗となり

ました。

　スパゲティ専門店「生麺工房鎌倉パスタ」につきましては、メニュー施

策の注力とともに順調な新規出店を重ね、異なるタイプの立地への出店実

験を行ってまいりました。当連結会計年度中に直営店16店舗出店し、これ

により直営店112店舗となりました。

　回転ずし「すし処函館市場」につきましては、既存業態のブラッシュア

ップを図りつつ、実験業態による運営ノウハウの蓄積を継続してまいりま

した。出店につきましては、当連結会計年度中に「石狩食堂」及び「宝田

水産」をそれぞれ直営店１店舗出店し、これにより直営店14店舗、フラン

チャイズ店18店舗、計32店舗となりました。

　炒飯店「台湾小籠包」につきましては、より魅力的なセットメニューの

開発、実験などに注力してまいりました。出店につきましては、当連結会

計年度中に直営店３店舗出店し、これにより直営店34店舗となりました。

うどん店の「あっぱれ讃岐」につきましては、直営店１店舗となりました。

　この結果、レストラン事業売上高は257億11百万円（前期比7.7％増）、

営業利益は38億40百万円（同8.3％減）となりました。
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　ファーストフード事業におきましては、コーヒーショップ「サンマルク

カフェ」につき、パフェ導入を段階的に開始するなどスイーツメニューの

充実を図りつつ、店舗サービスレベルの維持向上に注力する一方、首都圏

を中心とした好立地への安定的な出店を継続し、当連結会計年度中に「サ

ンマルクカフェ」直営店34店舗出店し、これにより直営店307店舗、フラン

チャイズ店13店舗、計320店舗となりました。

　この結果、ファーストフード事業売上高は211億16百万円（前期比10.8％

増）、営業利益は34億90百万円（同0.9％増）となりました。　

　なお、上記の他に、当社では前連結会計年度に引き続き、新業態の実験

店舗の開設、検証に注力してまいりました。当社が運営している実験業態

店舗の出店につきましては、「神戸元町ドリア」につき直営店５店舗出店

し、これにより「神戸元町ドリア」は直営店26店舗となりました。喫茶店

の「倉式珈琲店」につき直営店１店舗出店し、これにより直営店４店舗と

なりました。

　この結果、実験業態店舗に係る売上高は19億68百万円（前期比9.2％

増）、営業損失は８億71百万円（前期営業損失７億34百万円）となりまし

た。

（注）上記には、各事業に所属しない販売費及び一般管理費等の全社費用

が含まれております。

　当社連結グループのレストラン事業及びファーストフード事業に係る種

類別売上高は、次のとおりであります。

種 類 金　　　額 構　成　比 前　期　比

 百万円 　％ ％

直 営 店 売 上 44,232 94.4 111.3

ロ イ ヤ リ テ ィ 収 入 637 1.4 85.0

Ｆ Ｃ 関 連 等 売 上 1,957 4.2 80.1

合 計 46,827 100.0 109.1
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②　企業集団の設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資は、直営店としてサンマルクカフェ34店舗、

生麺工房鎌倉パスタ16店舗、ＢＩＳＴＲＯ３０９/12店舗、ベーカリーレ

ストラン・バケット６店舗、ベーカリーレストラン・サンマルク５店舗、

台湾小籠包３店舗などの新店及びその他改装等に伴う建物設備、構築物

等総額41億50百万円を実施しております。

セグメント別設備投資は以下のとおりであります。

レストラン 2,000,181千円

ファーストフード 2,150,514千円

合計 4,150,695千円

なお、上記の他に、当社が運営している実験業態店舗に係る設備投資

408,019千円があります。

③　企業集団の資金調達の状況

　該当事項はありません。

なお、当連結会計年度において、当社連結グループの設備資金及び運転

資金は自己資金を充当しております。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

　該当事項はありません。

⑦　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 19 期

(平成22年３月期)
第 20 期

(平成23年３月期)
第 21 期

(平成24年３月期)

第 22 期
(当連結会計年度)
(平成25年３月期)

売 上 高(千円） 37,741,307 40,791,227 44,728,080 48,796,321

経 常 利 益(千円） 6,282,116 6,369,613 7,009,879 6,659,189

当 期 純 利 益(千円） 3,253,878 3,119,848 3,608,474 3,590,504

１株当たり当期純利益(円） 287.29 275.46 318.61 317.03

総 資 産(千円） 34,251,169 37,525,235 41,417,397 43,878,819

純 資 産(千円） 27,497,213 29,625,325 32,208,374 34,656,011

１株当たり純資産額(円） 2,427.80 2,615.77 2,843.88 3,060.07

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。

　　　なお、期中平均発行済株式総数は、自己株式数を控除して計算しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 19 期

(平成22年３月期)
第 20 期

(平成23年３月期)
第 21 期

(平成24年３月期)

第 22 期
(当事業年度)

(平成25年３月期)

売 上 高(千円） 7,650,615 7,820,180 8,202,861 8,804,008

経 常 利 益(千円） 2,905,194 3,015,690 3,176,162 3,288,450

当 期 純 利 益(千円） 1,792,370 1,857,045 1,942,322 2,086,269

１株当たり当期純利益(円） 158.25 163.97 171.50 184.21

総 資 産(千円） 26,209,901 27,002,924 28,001,024 29,014,715

純 資 産(千円） 24,360,496 25,203,044 26,119,941 27,063,342

１株当たり純資産額(円） 2,150.85 2,225.30 2,306.29 2,389.65

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。

　　　なお、期中平均発行済株式総数は、自己株式数を控除して計算しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 サ ン マ ル ク 100百万円 100.0％ 飲 食 業

株 式 会 社 函 館 市 場 100百万円 100.0％ 飲 食 業

株 式 会 社 バ ケ ッ ト 100百万円 100.0％ 飲 食 業

株 式 会 社 鎌 倉 パ ス タ 100百万円 100.0％ 飲 食 業

株 式 会 社 サ ン マ ル ク チ ャ イ ナ 100百万円 100.0％ 飲 食 業

株 式 会 社 サ ン マ ル ク カ フ ェ 100百万円 100.0％ 飲 食 業

　

(4) 対処すべき課題

　次期の見通しにつきましては、新政権の経済政策等による景気回復への期

待が高まりつつあるものの、更なる電気料金の値上げや円安による輸入物価

の上昇が経営環境の悪化を引き起こすリスクもあり、先行き不透明な状況が

続くものと予想されます。

　このような中、当社グループといたしましては、顧客満足度向上を実現す

るための営業施策及び店舗の品質、サービスレベルの維持向上に地道に注力

していくこととし、中長期的な安定成長を支える好立地への着実かつ積極的

な新規出店に取り組むとともに、新業態（派生業態）の開発・実験等に注力

し、更なる事業拡充に向けてのグループ体制強化を推進してまいります。加

えて、優秀な人材の発掘・育成に継続的に取り組み、長期的観点における安

定した末広がりの経営基盤づくりに鋭意努めてまいる所存であります。
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(5) 主要な事業内容（平成25年３月31日現在）

当 社
①　飲食店等を経営する子会社の支配管理
②　当社グループの店舗開発、業態・商品開発、教育等の実施
③　上記に附帯関連する一切の業務

子 会 社
①　飲食店等の経営またはフランチャイズチェーンシステムによる飲食店

等の経営
②　上記に附帯関連する一切の業務

　

(6) 主要な営業所（平成25年３月31日現在）

①　当社

本社 岡山市北区平田173番地104

店舗

神 戸 元 町 ド リ ア 26店舗

倉 式 珈 琲 店 4店舗

②　子会社

株式会社サンマルク

本社 岡山市北区平田173番地104

店舗

ベーカリーレストラン・サンマルク　他 42店舗

　

株式会社函館市場

本社 岡山市北区平田173番地104

店舗

す し 処 函 館 市 場 　 他 14店舗

　

株式会社バケット

本社 岡山市北区平田173番地104

店舗

ベーカリーレストラン・バケット　他 72店舗
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株式会社鎌倉パスタ

本社 岡山市北区平田173番地104

店舗

生 麺 工 房 鎌 倉 パ ス タ 112店舗

　

株式会社サンマルクチャイナ

本社 岡山市北区平田173番地104

店舗

台 湾 小 籠 包 　 他 35店舗

　

株式会社サンマルクカフェ

本社 岡山市北区平田173番地104

店舗

サ ン マ ル ク カ フ ェ 307店舗
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(7) 従業員の状況（平成25年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

468（5,019）名 74名増（647名増）

（注）１．従業員数は就業人員数であり、パートタイマーは、当連結会計年度の平均人員（１日

８時間換算による年間平均人数）を（　）外数で記載しております。

２．従業員数の増加は、新規直営店舗出店に伴う増加であります。

　

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

86（241）名 15名増（33名増） 39.6歳 5.0年

（注）１．従業員数は就業人員数であり、パートタイマーは、当事業年度の平均人員（１日８時

　　　　　間換算による年間平均人数）を（　）外数で記載しております。

　　　２．従業員数の増加は、実験業態店舗出店に伴う増加であります。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成25年３月31日現在）

　該当事項はありません。

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　記載すべき事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成25年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 40,000,000株　

②　発行済株式の総数 11,388,685株　

③　株主数 16,846名（前期末比851名減）

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

片 山 直 之 3,058,822株 27.01％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,008,400株 8.90％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 789,100株 6.97％

株 式 会 社 ク レ オ 515,492株 4.55％

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND
(PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO) 480,000株 4.24％

資産管理サービス信託銀行株式会社 259,700株 2.29％

株 式 会 社 中 国 銀 行 242,774株 2.14％

伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 240,300株 2.12％

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) SUB A/C
A M E R I C A N  C L I E N T S 143,300株 1.27％

中 川 佳 子 110,494株 0.98％

（注）持株比率は、自己株式（63,452株）を控除して計算しております。
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(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している新株予約権の内容の概要（平成25年３月31日現

在）

　該当事項はありません。

　

②　当事業年度中に当社従業員、子会社役員及び従業員に対して職務執行の

対価として交付した新株予約権の内容の概要

　該当事項はありません。　

(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成25年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 片 山 直 之 －

常 務 取 締 役 藤 井 律 子 社 長 室 長

常 務 取 締 役 尾 崎 人 士 Ｓ Ｓ Ｃ 本 部 長

常 務 取 締 役 浅 野 克 彦 店 舗 開 発 本 部 長

常 務 取 締 役 綱 嶋 耕 二 管 理 本 部 長

常 勤 監 査 役 江 郷 知 己 －

監 査 役 北 島 　 久 －

監 査 役 石 井 辰 彦
弁 護 士
萩 原 工 業 株 式 会 社 監 査 役

監 査 役 福 原 一 義
公 認 会 計 士 ・ 税 理 士
株 式 会 社 ウ エ ス コ 監 査 役

（注）１．監査役江郷知己、北島久、石井辰彦、福原一義の各氏は社外監査役であります。

２．監査役福原一義氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。

３．当社は、江郷知己氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。　
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②　事業年度中に辞任または解任された取締役及び監査役

　該当事項はありません。

③　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ５名 183,120千円

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

４名
（４名）

15,360千円
（15,360千円）

合 計 ９名 198,480千円

④　社外役員の重要な兼職の状況等

区 分 氏 名 兼 務 先 会 社 名 兼 職 の 内 容 当社との関係

社 外 監 査 役 石 井 辰 彦 萩原工業株式会社 監 査 役 －

社 外 監 査 役 福 原 一 義 株式会社ウエスコ 監 査 役 －

⑤　社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外
監 査 役

江 郷 知 己

当事業年度開催の定例取締役会及び同事業年度開催の監査
役会のすべてに出席し、主に経営全般について客観的な立
場からの視点による大所高所からの適切な助言、発言を行
っております。

北 島 　 久

当事業年度開催の定例取締役会及び同事業年度開催の監査
役会のすべてに出席し、主に経営全般について客観的な立
場からの視点による大所高所からの適切な助言、発言を行
っております。

石 井 辰 彦

当事業年度開催の定例取締役会のうち約９割に出席及び同
事業年度開催の監査役会の約９割に出席し、主に弁護士と
しての法務面の専門的見地から経営全般について適宜必要
な発言を行っております。

福 原 一 義

当事業年度開催の定例取締役会及び同事業年度開催の監査
役会のすべてに出席し、主に公認会計士、税理士としての
専門的見地から決算関連について適宜必要な発言を行って
おります。

⑥　社外役員の責任限定契約に関する事項

　該当事項はありません。
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(4) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称

　京都監査法人

②　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

ａ．公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額

　 42,000千円

ｂ．当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益

の合計額

　 42,000千円

　　　（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、ａ．の金額には金融商品

取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定方針

ａ．解任の決定の方針

会社法第340条第１項に定める解任事由に該当すると判断した場合

ｂ．不再任の決定の方針

会計監査人の監査体制や上記ａ．の解任事由等を総合的に判断し、決

定いたします。

⑤　会計監査人が受けた過去２年間の業務停止の内容

　該当事項はありません。

⑥　会計監査人と締結している責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当社の業務

の適正性を確保するための体制を整備する。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保する

ための体制

・サンマルクグループの経営理念、行動指針に基づき、コンプライアンス

重視を条件とした経営方針を経営計画に盛り込むこととし、業務分掌規

程の運用等の他に啓蒙活動、各種教育等を通して法令、定款に適合した

職務執行が行われるよう徹底する。

・取締役会は、取締役会規程により経営に関する重要事項を決定するとと

もに相互に業務執行を監督し、法令等違反の未然防止の観点から随時、

確認、点検を行う。

・監査役会は、監査役会規程に基づき取締役の職務執行状況につき監督機

能強化を図ることとし、社長直轄の内部監査室を置き、必要に応じて監

査役会と連携をとりながら、取締役及び使用人の業務全般の妥当性につ

き監査することとする。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存・管理に関する体制

・取締役会及び経営の執行に係る重要な会議の議事録、その他の関連する

書類については、文書管理規程に基づき適切な保存及び管理をすること

とし、監査等必要に応じて閲覧、謄写が可能な状態を確保する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・全社的なリスク管理の精度を上げるため、当社取締役及び事業子会社取

締役で編成される「グループ経営会議」を設置し、グループ内の特定リ

スク、包括リスク、潜在リスク等についての洗い出しを行い、当社各本

部及び事業子会社を監視し、必要な対策を講じるなど経営の影響度に応

じた機動的かつ最適な対応がとれるよう、リスク管理体制の構築に努め

る。また、必要に応じて顧問弁護士など外部の専門家の助言を求め、適

切な対応を適時検討することとする。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・中期経営計画を策定し、進捗状況を定期的なチェックによりプロセスの

有効性の確認を行うとともに、ＩＴを活用した全社的な業務の効率化を

実現するシステムを構築する。

・当社グループ企業内の社内メール会議等の閲覧権限を取締役に付与し、

恒常的に問題点の把握に努めるとともに意思決定の迅速化を図る。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

・当社及び事業子会社も含めたグループ経営会議を設置し、企業集団にお

ける業務の適正性を図るため、随時、個別案件の検討を行う。

・事業子会社について、経営上必要なグループ内の統一ルールを制定する

ほか、当社取締役が事業子会社の監査役を兼任し、グループ内の横断的

な業務の適正性の向上に努めることとする。

⑥　監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役は、内部監査室に属する使用人に監査業務に必要な補助を求める

ことができ、当該人事等については、監査役会の意見を尊重するものと

する。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告

に関する体制

・取締役及び使用人は、監査役会または各監査役の要請に応じて必要な報

告または情報提供を行うこととし、当社グループの業務または財務の状

況に重大な影響を及ぼすおそれのある事項を発見したときは、速やかに

監査役へ報告することとする。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制

・監査役は、監査役会が定める職務の分担等に従い、取締役会の他、グル

ープ内の重要な会議に出席するとともに稟議書その他重要な文書を閲覧

し、その業務執行状況を取締役または使用人に説明を求め、確認するこ

とができる。

・監査役会は、内部監査室及び会計監査人との連携を図り、定期的な意見

交換等を通じてより効率的な監査が行える体制を整備する。



2013/05/25 14:01:10 ／ 12900234_株式会社サンマルクホールディングス_招集通知

連結貸借対照表

－ 17 －

連 結 貸 借 対 照 表

（平成25年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） 43,878,819 （負 債 の 部） 9,222,807

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

14,404,072

10,838,993

2,839,324

181

228,981

228,369

284,878

△16,655

29,474,746

19,690,510

14,659,305

814,810

3,087,944

1,127,592

857

158,533

121,873

36,660

9,625,701

503,156

298,093

7,659,149

1,165,428

△126

流 動 負 債 6,827,151

買 掛 金 1,737,312

未 払 金 2,921,881

リ ー ス 債 務 580,618

未 払 法 人 税 等 1,190,244

賞 与 引 当 金 43,542

資 産 除 去 債 務 5,361

そ の 他 348,191

固 定 負 債 2,395,656

リ ー ス 債 務 662,441

退 職 給 付 引 当 金 94,275

資 産 除 去 債 務 1,520,760

そ の 他 118,179

（純資産の部） 34,656,011

株 主 資 本 34,611,941

資 本 金 1,731,177

資 本 剰 余 金 3,038,800

利 益 剰 余 金 30,019,643

自 己 株 式 △177,679

その他の包括利益累計額 44,070

その他有価証券評価差額金 44,070

資 産 合 計 43,878,819 負 債 純 資 産 合 計 43,878,819
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連 結 損 益 計 算 書

(自平成24年４月１日
至平成25年３月31日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 48,796,321

売 上 原 価 10,925,769

売 上 総 利 益 37,870,552

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 31,411,045

営 業 利 益 6,459,506

営 業 外 収 益 327,163

受 取 利 息 15,617

受 取 配 当 金 3,957

受 取 賃 貸 料 96,720

受 取 補 償 金 139,850

為 替 差 益 17,246

そ の 他 53,770

営 業 外 費 用 127,480

支 払 賃 借 料 91,133

そ の 他 36,347

経 常 利 益 6,659,189

特 別 損 失 512,213

固 定 資 産 除 却 損 402,709

減 損 損 失 109,504

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,146,975

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,591,332

法 人 税 等 調 整 額 △34,861

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 3,590,504

少 数 株 主 利 益 －

当 期 純 利 益 3,590,504
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連結株主資本等変動計算書

(自平成24年４月１日
至平成25年３月31日)

（単位：千円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成2 4年４月１日残高 1,731,177 3,038,800 27,584,332 △176,709 32,177,601

連結会計年度中の変動額                 　

剰 余 金 の 配 当         △1,155,194     △1,155,194

当 期 純 利 益         3,590,504     3,590,504

自 己 株 式 の 取 得             △970 △970

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

                －

連結会計年度中の変動額合計 － － 2,435,310 △970 2,434,340

平成25年３月31日　残高 1,731,177 3,038,800 30,019,643 △177,679 34,611,941

 

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成 2 4年４月１日残高 30,773 30,773 32,208,374

連結会計年度中の変動額         　

剰 余 金 の 配 当         △1,155,194

当 期 純 利 益         3,590,504

自 己 株 式 の 取 得         △970

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

13,296 13,296 13,296

連結会計年度中の変動額合計 13,296 13,296 2,447,637

平成25年３月31日　残高 44,070 44,070 34,656,011
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1）連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ６社

・連結子会社の名称 株式会社サンマルク

 株式会社函館市場

 株式会社バケット

 株式会社鎌倉パスタ

 株式会社サンマルクチャイナ

 株式会社サンマルクカフェ

②　非連結子会社の名称等

・非連結子会社の名称 Saint-marc Cafe USA Inc.

圣摩珂餐飲管理(上海)有限公司

SAINTMARC SINGAPORE PTE.LTD.　

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響

を及ぼしていないためであります。

なお、Saint-marc Cafe USA Inc.につきましては、休

眠中の会社であります。

(2）持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社の状況

・持分法を適用した非連結子会社 該当事項はありません。

②　持分法を適用しない非連結子会社の状況

・持分法を適用しない

　非連結子会社の名称

Saint-marc Cafe USA Inc.

圣摩珂餐飲管理(上海)有限公司

SAINTMARC SINGAPORE PTE.LTD. 
・持分法を適用しない理由 非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。　
(3）連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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(4）会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産

・商品、原材料及び貯蔵品 先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は、収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

　　（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は、定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法）によっております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物及び構築物 ２～50年

工具、器具及び備品 ２～15年

ロ．無形固定資産

　　（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は、定額法によっております。ただ

し、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産

当社及び連結子会社は、リース期間を耐用年数として、

残存価額を零とする定額法を採用しております。

ニ．長期前払費用 当社及び連結子会社は、定額法によっております。
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③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 当社及び連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社及び連結子会社は、従業員の賞与の支給に備えるた

め、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上して

おります。

ハ．退職給付引当金 当社及び連結子会社の従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

　
２．会計方針の変更に関する注記

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月

１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更

しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ66,423千円増加しております。

　
３．連結貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額 9,951,454千円

　
４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 11,388,685株 －株 －株 11,388,685株
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(2）剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．平成24年６月22日開催の第21回定時株主総会決議による配当に関する事項

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 600,252千円

・１株当たり配当額 53円00銭

・基準日 平成24年３月31日

・効力発生日 平成24年６月25日

ロ．平成24年11月13日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 554,942千円

・１株当たり配当額 49円00銭

・基準日 平成24年９月30日

・効力発生日 平成24年12月10日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になる

もの

　　平成25年６月25日開催予定の第22回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 554,936千円

・１株当たり配当額 49円00銭

・配当の原資 利益剰余金

・基準日 平成25年３月31日

・効力発生日 平成25年６月26日

　
５．金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については自己

資金を充当しております。また、デリバティブを含む投機的な取引は行わない方針でありま

す。　
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②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

当社グループの取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況

を随時把握する体制としております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の

関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

　敷金及び保証金は、主に建物の賃借時に差入れているものであり、差入れ先の信用リスク

に晒されております。当該リスクについては、金額的重要性の観点から個別に定期的な信用

調査を行うなどしてリスク軽減策につなげております。

　買掛金、未払金及び未払法人税等は、１年以内の支払期日です。　

　これらの債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、資金回収が早

期かつ手元資金が潤沢にあり、当社財務担当が一括管理しているため、リスクは極めて僅少

であると考えております。　

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。　　

（2）金融商品の時価等に関する事項　

　平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて

おりません（(注)２．参照）。

（単位：千円）

　 連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

（1）現金及び預金

（2）売掛金

（3）投資有価証券

（4）敷金及び保証金

10,838,993

2,839,324

278,430

7,659,149

10,838,993

2,839,324

278,430

7,128,393

－

－

－

△530,756

資産計 21,615,898 21,085,142 △530,756

（1）買掛金

（2）未払金

（3）未払法人税等

1,737,312

2,921,881

1,190,244

1,737,312

2,921,881

1,190,244

－

－

－

負債計 5,849,438 5,849,438 －

(注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項
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資　産　

（1）現金及び預金、並びに（2）売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。　

（3）投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、公社債投資信託は取引金融機関

から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項について

は、以下のとおりであります。

①その他有価証券

                                                                   （単位：千円）

　 種類

当連結会計年度（平成25年３月31日）

連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの

(1）株式 177,617 109,292 68,325

(2）債券    

国債・地方

債等
－ － －

(3）その他 － － －

小計 177,617 109,292 68,325

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の

(1）株式 － － －

(2）債券 　 　 　

国債・地方

債等
－ － －

(3）その他 100,812 100,812 －

小計 100,812 100,812 －

合計 278,430 210,105 68,325

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　20,963千円）については、市場価格がなく、時価を

把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めて

おりません。　

　　②当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　　　 該当事項はありません。　
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（4）敷金及び保証金

　主に建物の賃借時に差入れている敷金・保証金であり、償還予定時期を見積り、安全性の高

い長期の債券の利回りで割り引いた現在価値を算定しております。

負　債　

（1）買掛金、（2）未払金及び（3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。　

　

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）　

区　　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（※1） 　　　　　　224,725

合　　計 224,725

（※1）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、時価開示の対象とはしておりません。　

　

（注）３．金銭債権の決算日後の償還予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　

　 １年以内 １年超

　現金及び預金

　売掛金

　敷金及び保証金

10,838,993

2,839,324

68,141

－

－

7,591,008

　合　　計 13,746,458 7,591,008

　
　

６．賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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７．１株当たり情報に関する注記

(1）１株当たり純資産額 3,060円07銭

(2）１株当たり当期純利益 317円03銭

　

８．重要な後発事象に関する注記

　特記すべき重要な事実はありません。

　

９．その他の注記

 (1)当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上して

おります。

場 所 用 途 種 類

レ ス ト ラ ン 事 業
（ 茨 城 県 つ く ば 市 他 ）

営 業 店 舗 資 産
建 物 及 び 構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
そ の 他

フ ァ ー ス ト フ ー ド 事 業
（ 岡 山 県 岡 山 市 他 ）

営 業 店 舗 資 産 そ の 他

実 験 業 態 店 舗
（ 神 奈 川 県 厚 木 市 ）

営 業 店 舗 資 産
建 物 及 び 構 築 物
そ の 他

　 　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として当社グループの統括部門

と実験業態店舗及び事業子会社各営業店舗を基本単位としてグルーピングしております。

 　　当連結会計年度において、資産グループ単位の収益等を踏まえて検証した結果、一部の営

業店舗及び遊休資産については、将来キャッシュ・フローによって当該資産の帳簿価額相当

額を全額回収できる可能性は低いと判断し、帳簿価額相当額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（109,504千円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物

及び構築物105,950千円、工具、器具及び備品39千円、その他3,513千円であります。

　当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、減損対象資産すべ

てについて、正味売却価額を零として評価しております。
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(2)資産除去債務に関する注記

　①　当該資産除去債務の概要

       店舗等の不動産賃貸借契約及び定期借地権契約ならびに賃貸用不動産の定期借地権契約

に伴う原状回復義務等であります。

  ②　当該資産除去債務の金額の算定方法

       使用見込期間を建物（内部造作）の耐用年数である15年と見積り、割引率は1.48～1.86％

を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

  ③　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

　　　期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,370,970千円

　　　有形固定資産の取得に伴う増加額　　　　　　　　181,559千円

　　　時の経過による調整額　　　　　　　　　　　　   25,685千円

　　　資産除去債務の履行による減少額　　　　　　　 △58,918千円　　

　　　その他増減額（△は減少）　　　　　　　　      　6,824千円　　　

　　　期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,526,122千円　

(3)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。　
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貸　借　対　照　表

（平成25年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部） 29,014,715 （負  債  の  部） 1,951,372

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

商 標 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

建 設 協 力 金

繰 延 税 金 資 産

7,821,443

6,819,240

819,452

9,212

22,129

64,524

63,841

23,126

△84

21,193,271

3,336,262

1,598,180

37,420

87,423

1,521,293

122

91,822

92,147

79,649

4,120

8,376

17,764,861

299,394

15,625,999

1,439

250,000

880,000

28,107

566,382

88,040

25,497

流 動 負 債 1,405,981

買 掛 金 325,035

リ ー ス 債 務 58,398

未 払 金 352,669

未 払 費 用 13,737

未 払 法 人 税 等 578,903

未 払 消 費 税 等 38,420

前 受 金 10,936

預 り 金 23,470

賞 与 引 当 金 4,410

固 定 負 債 545,391

リ ー ス 債 務 45,783

退 職 給 付 引 当 金 25,176

長期預り敷金保証金 325,840

長 期 預 り 金 87,604

資 産 除 去 債 務 60,986

（ 純 資 産 の 部 ） 27,063,342

株 主 資 本 27,019,272

資 本 金 1,731,177

資 本 剰 余 金 14,355,565

資 本 準 備 金 14,355,565

利 益 剰 余 金 11,396,700

利 益 準 備 金 12,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 11,384,700

別 途 積 立 金 9,587,000

繰 越 利 益 剰 余 金 1,797,700

自 己 株 式 △464,171

評価・換算差額等 44,070

その他有価証券評価差額金 44,070

資 産 合 計 29,014,715 負 債 純 資 産 合 計 29,014,715
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損　益　計　算　書

(自平成24年４月１日
至平成25年３月31日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 8,804,008

売 上 原 価 2,956,573

売 上 総 利 益 5,847,434

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,634,770

営 業 利 益 3,212,664

営 業 外 収 益 408,363

受 取 利 息 2,016

受 取 配 当 金 3,957

受 取 賃 貸 料 381,455

為 替 差 益 17,246

そ の 他 3,687

営 業 外 費 用 332,577

支 払 賃 借 料 326,534

そ の 他 6,042

経 常 利 益 3,288,450

特 別 損 失 36,100

固 定 資 産 除 却 損 15,278

減 損 損 失 20,822

税 引 前 当 期 純 利 益 3,252,350

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,177,988

法 人 税 等 調 整 額 △11,908

当 期 純 利 益 2,086,269
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株主資本等変動計算書

(自平成24年４月１日
至平成25年３月31日)

（単位：千円）

 

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成24年４月１日残高 1,731,177 14,355,565 14,355,565 12,000 8,787,000 1,666,625 10,465,625 △463,201 26,089,168

事業年度中の変動額         　

別途積立金の積立     800,000 △800,000 －  －

剰余金の配当      △1,155,194 △1,155,194  △1,155,194

当期純利益      2,086,269 2,086,269  2,086,269

自己株式の取得        △970 △970

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

        －

事業年度中の変動額合計 － － － － 800,000 131,074 931,074 △970 930,104

平成25年３月31日　残高 1,731,177 14,355,565 14,355,565 12,000 9,587,000 1,797,700 11,396,700 △464,171 27,019,272

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

平成24年４月１日残高 30,773 30,773 26,119,941

事業年度中の変動額   　

別途積立金の積立   －

剰余金の配当   △1,155,194

当期純利益   2,086,269

自己株式の取得   △970

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

13,296 13,296 13,296

事業年度中の変動額合計 13,296 13,296 943,401

平成25年３月31日　残高 44,070 44,070 27,063,342
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1）資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び

　　関連会社株式　

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

③　たな卸資産

・原材料及び貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

(2）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については定額法）を採用して

おります。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物 ２～38年

構築物 ２～20年

工具、器具及び備品 ３～８年

②　無形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

④　長期前払費用 定額法を採用しております。
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(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担す

べき支給見込額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末において

発生していると認められる額を計上しております。

(4）その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

　　

２．会計方針の変更に関する注記

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益はそれぞれ5,817千円増加しております。

　

３．貸借対照表に関する注記

(1）有形固定資産の減価償却累計額 1,114,550千円

(2）関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 48,933千円

②　長期金銭債権 9,500千円

③　短期金銭債務 5,850千円

④　長期金銭債務 305,865千円

　
４．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

①　営業取引高

売上高

その他の営業費用　

736,342千円

26,400千円

②　営業取引以外の取引高 319,531千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 63,167株 285株 －株 63,452株

　

６．税効果会計に関する注記

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 (千円)

未払事業税 49,393

貸倒引当金損金算入限度額超過 32

退職給付引当金超過額 9,011

賞与引当金繰入 1,689

決算賞与未払金否認 9,055

少額減価償却資産 2,271

投資有価証券評価損 8,532

関係会社株式評価損 25,158

資産除去債務 21,650

その他 3,467

繰延税金資産計 130,263

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 24,255

有形固定資産 15,984

繰延税金負債計 40,240

繰延税金資産の純額 90,022

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項

目別の内訳

法定実効税率 38.3％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.0％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.2％

住民税均等割等 0.8％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.1％

その他 △0.2％

税効果会計適用後法人税等の負担率 35.9％
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７．関連当事者との取引に関する注記
（ 単位：千円 ）

種 類 会社等の名称

議決権等の
所 有
( 被 所 有 )
割 合

関 係 内 容

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高
役員の
兼任等 事業上の関係

子会社

株式会社サンマルクカフェ 100.0％ ２名

当社集約のグ
ループ共通イ
ンフラ機能の
提供等

賃貸料の受取 125,520
（注２） － －

株式会社鎌倉パスタ 100.0％ １名

当社集約のグ
ループ共通イ
ンフラ機能の
提供等

資金の返済 200,000
（注１）

関係会社
長期貸付金

300,000
（注１）

貸付金利息 7,374
（注１） － －

賃貸料の受取 150,824
（注２） － －

株式会社サンマルクチャイナ 100.0％ １名

当社集約のグ
ループ共通イ
ンフラ機能の
提供等

資金の返済 185,000
（注１）

関係会社
長期貸付金

310,000
（注１）

貸付金利息 6,335
（注１） － －

（注） 取引条件の決定方針等

１．資金の貸付について、貸付金利率は、市場金利を勘案し合理的に決定しております。

２．賃貸料は、近隣の取引実勢を勘案し、協議の上決定しております。

　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,389円65銭

(2) １株当たり当期純利益 184円21銭

　
９．重要な後発事象に関する注記

　　特記すべき重要な事実はありません。　
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10．その他の注記

 (1)当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場 所 用 途 種 類

実 験 業 態

（ 神 奈 川 県 厚 木 市 ）
営 業 店 舗 資 産

建 物

構 築 物

そ の 他

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として統括部門と実験業態店舗を基本単

位としてグルーピングしております。

　当事業年度において、退店により今後の利用見込みがなくなったため、帳簿価額相当額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。また、

遊休資産についても、将来キャッシュ・フローによって当該資産の帳簿価額相当額を全額回

収できる可能性は低いと判断し、帳簿価額相当額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上いたしました。当該減損損失は20,822千円であり、その内訳

は建物20,509千円、構築物165千円、その他147千円であります。

　当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、減損対象資産すべ

てについて、正味売却価額を零として評価しております。

 (2)資産除去債務に関する注記

①　当該資産除去債務の概要

　　　　店舗等の不動産賃貸借契約及び定期借地権契約ならびに賃貸用不動産の定期借地権契約

に伴う原状回復義務等であります。

②　当該資産除去債務の金額の算定方法

　　　　使用見込期間を建物（内部造作）の耐用年数である15年と見積り、割引率は1.48～1.86％

を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

③　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

　　 期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　56,325千円

　　 有形固定資産の取得に伴う増加額　　　　　　　 9,060千円

　　 時の経過による調整額　　　　　　　　　　　 　　999千円

　　 資産除去債務の履行による減少額　　　　　   △5,399千円　

　　 期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　60,986千円

 (3)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年５月17日 

 株式会社サンマルクホールディングス  

 取締役会　御中  

 京都監査法人  

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 本 眞 吾 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 高 田 佳 和 
 

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社サンマルク
ホールディングスの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計
年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示
するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうか
について合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

 



2013/05/25 14:01:10 ／ 12900234_株式会社サンマルクホールディングス_招集通知

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

－ 38 －

　監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンマルクホールディング
ス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告　

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年５月17日 

 株式会社サンマルクホールディングス  

 取締役会　御中  

 京都監査法人  

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 本 眞 吾 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 高 田 佳 和 
 

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社サン
マルクホールディングスの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第
22期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
　
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明
細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
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　監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第22期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締

役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査

の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取

締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお

いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載され

ている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社については、子会社の取

締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る

事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた

しました。
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 ２．監査の結果

(1）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3）連結計算書類の監査結果

　会計監査人京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

　

 

 平成25年５月20日  

 株式会社サンマルクホールディングス　監査役会 

 

常勤監査役 江 郷 知 己 

監　査　役 北 島 　 久 

監　査　役 石 井 辰 彦 

監　査　役 福 原 一 義 

 

 

（注）監査役江郷知己、監査役北島久、監査役石井辰彦及び監査役福原一義
は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であり
ます。

 

以　上
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株主総会参考書類
　

議　　　案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

　第22期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業

展開等を勘案いたしまして次のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき49円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は554,936,417円となります。また、平成24年

12月に１株につき49円の中間配当を実施しており、これにより通期の配当

金は98円となります。

③　剰余金の配当が効力を生ずる日

　平成25年６月26日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

　内部留保につきましては、将来に向けた積極的な事業展開に備えた経営基

盤の強化を図るため、次のとおりといたしたいと存じます。　　　

①　減少する剰余金項目及びその額

繰越利益剰余金 1,000,000,000円

②　増加する剰余金項目及びその額

別途積立金 1,000,000,000円

以　上
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株主総会会場ご案内略図
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会場　岡山市北区駅元町１番５号

ホテルグランヴィア岡山　４階　フェニックスの間

　　　電話（086）234－7000

※　なお、駐車場の準備はいたしておりませんのであしからずご了承くださいま

すようお願い申しあげます。

ＪＲ岡山駅中央口　徒歩約１分




